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１．はじめに

造の変化，また，グローバル化の名の下に繰り広げら

れる国際競争

養成が叫ばれ

程をその社会

推し進めると

結果，大学院

にまで急増

だったものが

の激化という潮流の中で，近

ている。これへの教育政策的

的機能を担う中心的な機構と

同時に，そこでのリカレント

修士課程の在学者は， 年

している。また，大学院修士

， 年には ％に達し，

年，今後の知識集約型の経

対応として，政府は高等教

して位置付け， 年代後

教育についても積極的に制

に６万 人であったもの

課程入学者に占める社会人院

そのおよそ１割を占めるに

済社会を担う高度職業人の

育機関，特に大学院修士課

半以降，大学院拡大政策を

度設計を行ってきた。その

が， 年には 万 人

生の割合も 年に ％

至っている
）
。

しかし，リ

育について，

生のキャリ

まで実証的に

会人教育の展

無理があるこ

ールであるな

よる高度職業

カレント教育による高度職業

これを対象とした研究は多様

ア展開，特に修了後のそれに

検討されることはほとんどな

開それ自体が萌芽的な段階で

とは否めないが，教育訓練後

らば，大学院修士課程を修了

人養成の成否を占う重要な試

人養成，すなわち，大学院

な関心から蓄積され始めて

ついては，本田（ ）や平

かった。もちろん，日本の

あり，研究の蓄積が浅く，

の労働移動や賃金のあり様

した社会人院生のキャリア

金石となる。その意味にお

修士課程における社会人教

いるものの，当の社会人院

尾（ ）を除けば，これ

大学院修士課程における社

一般命題を引き出すことに

が職業能力開発のメルクマ

展開は，リカレント教育に

いて，社会人院生の修了後

のキャリア展

ないであろう

本稿の目的

る諸変数に

人のライフサ

開を労働市場論
）
として実証的

。

は，大学院修士課程を修了し

ついて，平尾（ ）で取り上

イクルの中で労働と教育がい

に解くことが緊要の研究課

た社会人院生の労働移動や

げることができなかった点を

かなる経済学的文脈を持ち

題であることは言うまでも

年収，あるいはそれに関わ

より詳細に分析し，個々

ながら交錯しているのかを

（ ）



明らかにするこ

て社会政策的側
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とにある。その上で，大学院

面から考察を加える。

は， 年 月 月にかけ

学（第 巻・第２号）

修士課程における社会人教育

て関西圏の私立 大学院（

が抱える諸課題につい

人文科学・社会科学・学際

系）を修了した

のである。回収

「社会科学系」

大学が新制大

なっており，大

いて限定的なも

「職場から学校

社会人院生に対して行われた

率は ％（実送付数 ，

が大学院修士課程における社

学院誕生の当時から大学院

学院の歴史と改革を有してい

のであり，一般命題を導くの

へ」の構造について，代表性

郵送質問紙調査の結果を論文

回収数 ）であった。調査対

会人教育の１つの典型として

を設置し，近年では大学改革

ることによる。ただ，この調

に十分な調査とは言い難いの

が高いとされる日本労働研

として取りまとめたも

象の選定は，「私立」の

捉えられること
）
，また，

のパイオニア的存在と

査は地域や機関等にお

も事実である。しかし，

究機構（ ）と類似的

な結果を得たこ

とから，そこに

考えられる
）
。

平尾（ ）

の欠如， 職場

の格差，の３点

以下では，上

と教育の交錯」

と，また，修了後の動向につ

は労働市場の構造を明らかに

で得られた主要な知見は，

における修士号の直接的な効

であった。

記の調査データに基づき，ま

の内実を検討する（２節）。

いても本田（ ）と整合的

する仮説として一般化に通じ

生涯学習社会における学校と

果の低さ， 修了後の就労状

ず，修了後の年収変化と労働

続いて，２節，および平尾（

な事実が見出されたこ

るものが十分にあると

労働市場をつなぐ制度

況の違いからくる年収

移動の側面から「労働

）の知見を踏まえて，

大学院修士課程

（３節）。最後に

（４節）。

における社会人教育が抱え

，リカレント教育による高

２．修

る問題点について社会政策的

度職業人養成の構造を理論的

了後の年収変化

側面から考察を加える

に整理し，結語とする

平尾（ ）

務先で修士号が

号が特に評価さ

変数の記述統計

サンプル自体

この３グループ

では，サンプルを，修了後に

何らかのかたちで評価され

れなかった者（非転職者・評

量から年収変化の特徴を観察

が非常に限られたものであり

の年収変化のより詳細な分析

転職を経験した者（転職者
）
），

た者（非転職者・評価あり），転

価なし）の３グループに分類し

した。

，あくまで限定的な分析でし

を試みる。

転職はしていないが勤

職せず勤務先でも修士

，年収
）
とそれに関わる

かないが，ここでは，

転職者

「転職者」に

時点においても

変化については

表１は，「転

表２は「転職者

ついては，平尾（ ）では

「非転職者」よりも低く，入

，相対的に標準偏差が大きく

職者」について，年収変化の

」の有効ケース をさらに上

，平均でみて年収の水準が入

学時年齢も低かった。また，

，上方移動層と下方移動層の

度数分布表にいくらかの変数

方移動層と下方移動層に分類

学前・修了後いずれの

入学前と修了後の年収

存在が確認されている。

を併記したものであり，

し，各変数の平均値を

（ ）



示したもので

上方移動層

方で，入学時

リカレント教育

ある。

と下方移動層を比較した場合

年齢は低くなっている。つま

による高度職業人養成（平尾）

，下方移動層の方が入学前

り，比較的入学前の年収水

年収の水準が高く，その一

準が高かった若い層が修了

後に転職を経

が低いために

ていないこと

入増の可能性

関係数を計算

験することによって年収を下

キャリアの蓄積が浅こと，ま

が考えられるが，逆にいえば

を示唆するものともいえよう

したところ， という数値

表１

げているということになる

た，修了後，年数が経って

，修了後の転職は，時間の

。それは，有効ケースに限

が得られたことからも一定

度数分布表（転職者）

。その要因としては，年齢

おらず，就労状況が安定し

経過とともに職業達成や収

り年収差と修了後年数の相

説明が可能である
）
。

年収差 度数 有効％ 性別
入学
年収

男
女
男
男
女
女
男
女
女

前 修了後
年収

入学時
年齢

修了後
年数

入学前
資格

大学院
取得資格

なし
その他
簿記
情報処理技術者 税理士
看護師
教員免許
情報処理技術者 税理士
なし
簿記 税理士

女
女
女
女
女
男
男
男
男
女
女

なし
保育士
なし
社労士
外国語関係 弁理士
なし
社会福祉関係
なし

税理士
日本語教育関係

合計
欠損値

注 年以

男
男
男
女
女

女
男
男
男

後に大学院に入学し，修了後，転職を経験した者。変数は，それぞれ，年

なし
宅建 税理士
なし
教員免許
社会福祉関係

外国語関係
簿記 税理士
簿記

収差（修了後年収 入学前年収
万円），
月までの
格（大学

入学前年収（入学直前の年収 万円）
年数），入学前資格（大学院入学以前
院を修了することによって取得した職

，修了後年収（ 年の年収 万円）
に取得した職業資格で仕事上最も役に
業資格）を意味する。筆者作成。

，修了後年数（修了から 年１
立っているもの），大学院取得資

（ ）



＞年収差

立命館経済

表２ 上方

入学前年収（万円） 修了

学（第 巻・第２号）

移動層と下方移動層

後年収（万円） 年齢（歳） 修了後年数（年数）

≧年収差
＜年収差

注 筆者作成

しかし，修了

ら，個々人のラ

査票末尾の自由

時に独立を果た

。

後の転職（上方移動・下方移動

イフサイクルにおける意味は

記述欄の記述にその特徴を探

している ，あるいは，

）という同じ契機においても

異なってくるものと考えられ

ってみると，例えば，下方移

，その内実の多様性か

る。転職後の動向や調

動層の場合，修了と同

「大学院卒

（ ，医療

といったような

うに教育の結果

「大学院修

業後，家庭の事情で非常勤で

福祉関係の専門職）

短期的な就労状況の不安定化

がキャリアに結びつかないが

了後，予備校講師で大学編入

の就労です。近い将来，自分

による年収減のケースが存在

故に年収が低下しているケー

学コースに関わった。その後

で起業する予定です。」

する一方で，下記のよ

スも存在している。

，労働基準局，公立中

学講師などを

学院在学中か

領域の違いな

住んでいるた

また，上方移

でないケースが

経て，現在，児童相談所で相

ら研究機関などでの仕事を得

どが壁になった。職場では

めチャレンジする場もない現

動層についても，下記のよう

ある。

談員として勤務し，自宅で学

たいと考えていたが，それに

感覚の違いを感じることが多

状である。」（ ）

に大学院修了が直接的に効果

習指導をしている。大

はドクター取得や研究

い。（中略）現在田舎に

を持ったケースとそう

「私の場合

究などを行っ

と言われた。

大学の非常勤

とっては，修

等を経て，大

，大学院入学前に専門学校の

ていた時期によく，『修士号

それがきっかけになり，大学

講師となり，２年後に専任

士号取得がキャリアアップに

学教員へ転職）

講師をしていた頃に，大学教

を持っていてくれたら，非常

院で修士号を取得した。卒業

講師，さらに２年後に助教授

役立った。」（ ，大企業

員の知り合いと共同研

勤講師が頼めるのに』

後の４月から，２つの

となった。（中略）私に

の技術職から専門学校講師

「自己の経

成に関連する

のではなかっ

（ ，公務

以上から，同

験からいえば，大学院在学中

ことは何もない。大学院での

たし，私自身も学問の機会の

の専門職から大企業の営業・販売

じ修了後の転職という契機に

での『高度職業人』の育成と

カリキュラムは『高度な』職

場をうまく活かしきれなか

職へ転職）

おいても，個々人のライフサ

，その後のキャリア形

業人に直接つながるも

ったと判断している。」

イクルにおける意味に

（ ）



は相当の違い

ャリアに結

の多様性が改

リカレント教育

があることが確認できる。上

びつく（と期待できる）層とそ

めて浮き彫りになってくる。

による高度職業人養成（平尾）

方・下方移動層ともに大学

うでない層とに分化しており

院での教育訓練の成果がキ

，社会人院生のキャリア

非転職

平尾（

考察を加え

均 万円），

ついては，３

ている傾向が

者

）では，「非転職者」を修了

た。その結果，「非転職者・評

下方シフトも観察されないこ

グループ間で比較した場合，

あることを指摘した。「非転

後に修士号が評価された者と

価あり」においては，修了

とが見出されている。また，

相対的に入学前年収が高く

職者」の度数分布表は表３

されなかった者に分類し，

後年収が高まっており（平

「非転職者・評価なし」に

，教育が消費として営まれ

４の通りである。

年収差 度

表３ 度数分

数 有効％ 性別
入学前
年収

女
男
男
男
男
男
女
男

布表（非転職者・評価あり）

修了後
年収

入学時
年齢

修了後
年数

大学院
取得資格

評価の内容

高度化・人事考課
税理士 高度化

高度化
高度化
その他
異動・高度化
異動・高度化
その他

合計
欠損値

注 年以

男
男
女
男
男
男

女
女

後に大学院修士課程に入学し，修了後，勤務先で修士号が何らかのかたち

税理士 高度化・その他
昇進・昇給・高度化
異動
その他

税理士 異動・高度化
税理士 昇給（自営）

その他
税理士 昇進・昇給・高度化

で評価された者。変数の意味は表
１に同じ
務の高度

では，「非

く，それは労

修了した社会

内実からそれ

の側面から

。評価の内容は，質問項目「大学院修
化），人事考課（人事考課で評価）を

転職者」の評価のあり・なし

務管理のあり方のいかんによ

人院生の何をどのように評価

を明らかにする必要がある。

考察を加えることができない

了が評価されての職場での具体的な
意味する。筆者作成。

を分けている要因は何なので

るという他にない。内部労

したのか，あるいは評価し

しかし，今回はデータの制

。よって，ここでは，社会人

変化」の回答であり，高度化（業

あろうか。言うまでもな

働市場は大学院修士課程を

なかったのかという評価の

約上，そのような労働需要

院生の「入学の目的・動
）

機」「在学中

表５は，入

したもので

知識を得るた

知識を得て

「広い人間関

の就労状況」から，間接的で

学の目的・動機について，

ある。特徴的な点として，第

め」に入学した者の割合がい

，仕事に復帰することが年収

係を築くため」という項目に

はあるが，その要因を探って

「非転職者」の２グループとサ

１に，「非転職者・評価あり」

くらか高くなっていること

の増加に寄与している可能性

おいて，「非転職者」はサン

いく。

ンプル全体の数値を比較

の「現在の職務に必要な

が挙げられ，職務に必要な

が示唆される。第２に，

プル全体に比べ，その割合

（ ）



年収差 度数
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表４ 度数分布

有効％ 性別
入学前
年収

男

学（第 巻・第２号）

表（非転職者・評価なし）

修了後
年収

入学時
年齢

修了後
年数

入

簿記

学前
資格

大学院
取得資格

税理士
男
男
男
男
男
男
女
男
女
男
男

なし
簿記
なし
なし
簿記
なし
看護
簿記
なし
簿記
簿記

税理士

師

税理士

合計
欠損値

注 年以後に
じ。筆者作成

男
男
女
男
女
女
女

男

大学院修士課程に入学し，修了後，
。

行政
なし
教員
なし
図書
その
看護

なし

勤務先で修士号取得が評価されなかっ

書士

免許
教員免許

館司書
他
師

た者。変数の意味は表１に同

表５ 入学の

特定の部署に配属されるため
昇進のため
昇給のため
現在の職務に必要な知識を得る
自己を啓発し幅広い教養を得る

目的・動機（複数回答）
（単位

評価あり 評価なし 全

ため
ため

％）

体

が高いことが挙げられ，現在の職場に留まり

学位や資格を得るため
他企業に転職するため
ベンチャーなど独立するため
大学教員や研究者になるため
広い人間関係を築くため
勤務先から指名されたため
その他

注 筆者作成。

ながらも，仕事の範囲を超えたネットワーク形成に

期待がかけられ

次に，「非転

「非転職者」２

ある。特徴的な

働の一部免除の

者・評価あり」

ていることが見て取れる。

職者」の在学時の就労形態と

グループとサンプル全体の数

のは，「非転職者・評価なし

形態で大学院に学んでいた

の方がいくらか多様な形態を

就学援助についてみてみる。

値を「在学時の就労形態」に

」では全員がフルタイムで働

という結果である。在学時の

とっていることがわかる。

表６は，表５と同様に

ついて比較したもので

きながら，もしくは労

就労形態は，「非転職

（ ）



リカレント教育

表６

による高度職業人養成（平尾）

在学時の就労形態

評価あり

（単位 ％）

評価なし 全 体

フ
勤
勤
大
大
大
大
定
そ

ルタイムで働きながら大学院に通って
務先から労働をすべて免除されて大学
務先から労働を一部免除されて大学院
学院に入学するため自発的に会社を休
学院入学前も入学後もパートやアルバ
学院に入学するため会社を退職した
学院入学前も入学後も専業主婦（家事
年退職して無職であった
の他

注 筆者作成。

いた
院に派遣されていた
に派遣されていた
職していた
イトで働いていた

手伝い）であった

また，調査

るので，それ

「定期的

務員）

「入学の

アルバイト

では「大学院に通学するため

を概観してみると，「非転職

に報告会を開催してもらい，

ため退職したが，アルバイト

先の確保，および研究材料の

に職場が配慮してくれた事

者・評価あり」では，

実務との接点を持てるよう配

として採用してもらい，福利

提供，社員住宅を貸してく

柄」を自由記述で聞いてい

慮があった。」（ ，公

厚生はそのままであった。

れた。」（ ，税理士）

「残業時

講するため

「大学院

扱いとされ

といったよう

価が一定見

間数を振替休日として認めて

，夏休みの調整をしてもらっ

における講義の受講，研究等

た。」（ ，公務員）

に，就学に対する支援がみら

て取れる。しかし，一方で，

もらった。早退を認めてもら

た。」（ ，学校職員）

のために必要な時間について

れ，そこには勤務先による

「非転職者・評価なし」の場合

った。夏期集中講義を受

は勤務と見なされ，出張

大学院教育そのものへの評

は，下記のように，労働

を中断して教

「職場へ

「定時退

「なし（

「有給休

てもらえた

育訓練を受けることに対する

は知らせていなかったので配

社，有休完全消化くらいでし

勤務時間以外は）。」（ ，コ

暇の利用と私費負担のみでや

程度。フルタイムを続けた

厳しい現実に直面している

慮はなかった。」（ ，公務

ょうか。」（ ，教育研究関

ンサルティング）

りくりした。宿直勤務の割当

い意向に対し，嘱託化もしく

。

員（管理職））

係）

日を授業のある日は外し

は休職をすすめられた。」

（ ，医

既に述べた

であるが，こ

それにともな

就労先が教育

療福祉関係の専門職）

ように，評価のある・なしを

こで明らかになったことは，

う在学時の就労形態の多様化

訓練制度の整った余裕のある

決めるのは，内部労働市場

修了後の評価が在学中（教育

と密接な関係を持っている

職場であることが修了後の

における労務管理のあり様

訓練期間中）の就学援助と

可能性である。換言すれば，

評価を高めるという至極当

（ ）



たり前の事柄の

は，平尾（

立命館経済

中に，リカレント教育の成否

）でも述べたように，今後の

学（第 巻・第２号）

への重要な示唆が隠されてい

緊要の研究課題である。

るといえよう。この点

以上にみてき

よっても，また

課程における社

い問題が潜在化

３．リカレン

たように，社会人院生の修了

類型内部においても一様に規

会人教育を社会システムとし

しているように思われる。以

ト教育をめぐる問題点

後の動向，特に年収の変化と

定できるものではない。しか

て構築していく場合に解決し

下では，平尾（ ）の知見

労働移動はその類型に

し，そこに大学院修士

ていかなければならな

も含めながら，大学院

修士課程におけ

まず第１に，

職には，教育の

なっている。既

ら新しい職を得

が大きな役割を

（表７）は，

つなぐ制度の欠

る社会人教育が抱える問題点

修了後のジョブマッチングの

成果が「高度専門職」に結び

に平尾（ ）で明らかにし

ていた。しかし，縁故や求人

果たしている一方で，「大学

という視点か

如を意味している。もちろん

について考察を加えていく。

あり方に目を向ける必要があ

つかないが故の下方移動の危

たが，修了後に転職した社会

広告といった労働市場全体で

の就職部」を活用した者が

らすれば，生涯学習社会にお

，彼・彼女達は青年期に初め

る。特に，修了後の転

険性が少なからずとも

人院生は様々な経路か

みてよく使われる経路

いなかったという事実

ける学校と労働市場を

て学校から職業への移

行（

は

個々人のライフ

育とその後の労

必要になってく

）を行ういわゆる学卒者

であることにかわりはない

サイクルにおいて労働と教育

働移動を視野に入れた職業紹

ることが十分に考えられよう

表７ 転職

ではないが，社会人院生も修

（図１
）
）。また，生涯にわたり

が交錯というかたちで現象す

介や人的資源の配分を有効に

。

の経路（複数回答）
（単位 人）

了という時点において

職業能力開発が行われ，

るならば，そこには教

行いうる新しい機構が

公共職業安定所
民間の職業紹介機関
大学の就職部
求人広告
親戚・知人の紹介
前の勤務先の紹介
その他

注 平尾（ ）

％
％
％
％
％
％
％

より抜粋。

第２は，地域

における社会人

の地理的分布と

とがわかる。当

に想像がつこう

ことを考えれば

間格差と労働力の可動性に関

教育の機会構造の地理的不均

同様，社会人院生のそれも関

然，修了後の高度職業人とし

。労働力商品が人間としての

，教育訓練や就労のための地

わる問題である。これは，一

等として顕在化している。表

東，中部・北陸，近畿の大都

ての就業機会もこれらの大都

労働者と不可分一体であると

域間移動が摩擦なく行われる

方で，大学院修士課程

８から，大学院生全体

市圏に集中しているこ

市圏に多いことは容易

いう特殊な商品である

ことは，労働市場が組

（ ）



リカレント教育

図１ 生涯学習

による高度職業人養成（平尾）

社会における

注 筆

織化されてい

者作成。

たとしても困難をともなうものであり，その意味でも，高度職業人の養成と就労に

おける地理

端的に表して

的機会構造は重要な問題とし

いるといえよう。

表８

北海道・東北 関東

社会人学生
大学院生全体

注 日本労働研究機構（ ， 頁

て立ち現れてくる。前述

社会人院生の地域分布

中部・北陸 近畿 中国・四国 九

）より抜粋。

の事例は，このことを

（単位 ％）

州 計

人
人

第３は，教

日本労働研究

多くの社会人

ることは想

に総額 万円

学院の学費を

加藤（ ）

育訓練の費用負担に関する

機構（ ）で観察されてい

院生が全額自己負担していた

像に難くない。平成 年度『

以上の自己啓発費用を使った

払える社会人院生は，むしろ

をみれば，社会人院生の多く

問題である。既に平尾（ ）

るように，大学院に通学する

。機会費用をも含めれば，

能力開発基本調査報告書』（

者は全体のわずか ％に過

恵まれた層ということがで

は入学前，修了後いずれの時

，あるいは本田（ ）や

ための費用については，

その額はかなりのものにな

頁）によれば， 年度

ぎず，年間 万円近い大

きるかもしれない。確かに，

点でみても，同年齢の標

準労働者（賃

トフォリオを

と」（樋口・

成に結びつ

れているとは

論をそのまま

い専門性を身

金センサス）に比べ高い収入

組むことはできず，しかも多

川出 ， 頁），また，これ

かないという人的投資の不確

言い難いわが国の労働市場

適用できるほど単純なものと

に付けた労働力が市場に供給

を得ていることがわかる。し

くの労働者が投資に活用で

までみてきたように教育の成

実性を考えれば，「高度専門職

では，費用負担のあり方は

はならない。むしろ，高度

されることによる外部効果

かし，「人的投資ではポー

きる資産は限られているこ

果がその後のキャリア形

」の労働市場が組織化さ

（ ）の人的資本理

職業人養成においても，高

の連鎖がイノベーションを

生むという観

第４は，大

ある。既に山

と職業型大学

ュラムの構築

の修了後の動

点から，社会的選択の課題と

学院修士課程におけるアカデ

田（ ， 頁）が早くから

院が明確に区別されておらず

が図られていないのが現状で

向が必ずしも教育の成果を反

して費用負担のあり方を議

ミックな研究者の養成と高

指摘しているように，わが国

，成人を対象とした教授法

ある。本稿でも明らかにし

映していなかったのは，そ

論する必要があろう。

度職業人養成の切り分けで

では研究者養成型大学院

や職業人に効果的なカリキ

てきたように，社会人院生

の証左であるといっても過

（ ）



言ではないであ

開設される方向

ついて」におい

立命館経済

ろう。現在，これを補うかの

にあるが， 年８月の中央

ても，具体的にどのような労

学（第 巻・第２号）

ように法科大学院を中心とす

教育審議会答申「大学院にお

働力需要に基づく能力開発が

る「専門職大学院」が

ける高度職業人養成に

必要とされているのか

が曖昧なままで

あり，労働力需

度職業人養成に

日本の大学院

には成果主義に

約（

問題も残されて

ある。これは教育政策が労働

要の正確な読み取りとそれに

関わる主体（政府・高等教育機

修士課程における社会人教育

基づく裁量労働制といった働
）
）など，より密接

いる。ただ，そうした問題の

政策的課題と十分に接合され

適合した教育供給が今後の重

関・学習者）に課せられよう

には，以上のような問題点が

き方と労働時間制度，これに

に労働政策との関係で考えて

解決は，社会人院生の修了後

ていないことの帰結で

要な政策課題として高

。

内包されている。さら

関わる の 号条

いかなければならない

の動向が多様であると

いう本稿の分析

段階と今後に必

料の蓄積である

とそれを通じた

結果を鑑みれば，不十分とは

要なことは，リカレント教育

。それらの実証的根拠に基づ

職業機会の平等化，さらには

４．労働力需

いえ一定の進行をみているの

の実態とその効果をつぶさに

くことで，リカレント教育に

労働市場の組織化への政策的

給と再教育訓練需給

もまた事実である。現

観察できるデータ・資

おける教育機会の均等

対応が可能となろう。

ここまで，平

の詳細な分析を

と平尾（ ）

を理論的に整理

尾（ ）をも含めて，社会

行い，様々な特徴点を検出し

の知見に関係するかたちで，

し，結語としたい。

図２ 労働力

人院生の修了後の動向につい

た上で，その問題点を指摘し

労働力需給と再教育訓練需給

需給と再教育訓練需給

ての類型間，類型内部

てきた。最後に，本稿

の有機的周期なるもの

注 平尾（ ）より抜粋。

（ ）



労働力需給

期を得ること

今，理論的

リカレント教育

と再教育訓練需給の有機的な

ができる。

にこの周期を解してみれば，

による高度職業人養成（平尾）

結合を構造的に把握してみ

まず，技術革新による産業

ると，図２に示すような周

構造や就業構造の変化，ま

た，これにと

ち，質的な労

陳腐化，ある

る。換言すれ

化することに

一方で，こ

はその資源に

もなう労働条件等の変化は，

働力需要の変化を引き起こす

いは職業能力のミスマッチを

ば，労働市場における質的な

なる。

の需要の転化に対して，いか

基づく限りにおいて，再教育

労働市場において需要され

。この現象は，労働者にと

意味し，労働者の再教育訓

労働力需要の変化は，労働

なるかたちであるかは置く

訓練の供給を労働者に行う

る熟練の性質変化，すなわ

って自らが保有する熟練の

練需要を引き出す誘因とな

者の再教育訓練需要へと転

として，職業能力開発機構

ことが可能である。職業能

力開発機構の

ことであり，

能力開発機構

ことになる。

もちろん，

的なものであ

練の構造を簡

のに過ぎない

再教育訓練供給は，熟練のブ

最終的には，質的な労働力需

の再教育訓練供給を通じて，

この有機的周期の実際の展開

り，一様に規定できるもので

略化して，有機的な周期を可

。

ラッシュアップや新しい職

要の転化形態である労働者

労働力供給の適応形態とし

は，外部要因や制度のあり

はない。図２は，複雑に絡

能とするような制度設計の

業能力を労働者に付与する

の再教育訓練需要は，職業

て再び労働市場に現象する

方に大きく左右される流動

み合う労働市場と再教育訓

手がかりをつかむためのも

その意味で

訓練供給につ

抜入試といっ

既に平尾（

から再び明ら

明である。い

点を明らかに

は，本稿と平尾（ ）は，

いては，専門職大学院の設置

た実態的な展開としてそれを

）で分析した通りであるが

かになる最も重要な課題は，

かなる業種・職種で，いかな

することがリカレント教育に

労働力供給の適応形態につい

や昼夜開講制，サテライト

見ることができる。また，

，この労働力需給と再教育訓

周期の始まりに位置付けら

る職業能力を有した人材が

よる高度職業人養成の展開

ての分析となる。再教育

キャンパス，社会人特別選

再教育訓練需要については，

練需給の有機的周期の図

れる労働力需要の内実の解

需要されているのか，この

可能性を大きく切り開くも

のとなろう。

的に本稿で触

（付記）

本稿は，科
題番号
の方々に多大
藤卓利先生

繰り返しになるが，この点は

れた部分もあるが，本格的な

学研究費基盤研究（ ）（ ）「
代表：辻勝次）の研究成

なご協力を頂いた。また，
（立命館大学）からは丁寧なコ

今後の緊要の研究課題であ

分析は別の機会を得たいと

新しい職業能力と職業経歴の
果の一部である。今回の調
本稿の作成にあたり，横山政
メントとアドバイスを頂い

る。これについては，間接

考えている。

動向についての研究」（課
査においては，社会人院生
敏先生（立命館大学），佐
た。ここに記して感謝申し

上げたい。た

） 文部

度）』

） 氏原

だし，本稿の記述に関する責

省『わが国の文教施策（平成７

より。

（ ，３頁）は労働市場論を

任は，すべて筆者に帰する

注

年度）』，および文部科学省『学

次のように述べている。すなわち

ものである。

校基本調査報告書（平成 年

，「『労働市場論』という名称

（ ）



で呼ばれ

る」と。

） 日本労

立命館経済

てきた大きな問題領域の一つが

働研究機構（ ， 頁）を

学（第 巻・第２号）

労働移動と賃金をめぐる諸問題で

参照。

あったことはたしかであ

） 平尾（

や回答者

った別稿

） ここで

） 本調査

含まれる

（年収）と

課題とし

） 本田（

）は，社会政策学会公式サイ

の基本特性については，そちらを

を近日中に用意する予定である。

いう「転職者」には，少数の独立

では，賃金ではなく年収を聞いて

ことが予想されたため，勤労所

いう基準を採用した。厳密な意

ておきたい。

， 頁）においても，重回帰

トにおいて公表されているので

参照されたい。なお，この学会

開業者が含まれる。

いる。調査設計時に，調査対象

得（賃金）以外をも含むより広い

味で，賃金と修了後の労働移動

分析により修了後年数は収入増

，本調査の詳しい調査概要

発表論文に加筆・修正を行

に自営業者や独立開業者が

概念となる１年間の所得

を分析することは，今後の

加額に有意な影響を与えて

いること

） 平尾（

いくつか

（表６）」

） このよ

研究を行

）

の職場を

る。日本

が確認されている。

）では，先行研究との比較を

をそのまま用いて調査を行った。

「大学院に通学するために職場が

うな分析視点は， （ ）

った （ ）より獲得する

（有給教育休暇

離れて教育訓練を受けることので

はこの条約を批准していない。

可能にするため，日本労働研究

ここでは「入学の目的・動機（

配慮してくれた事柄」がそれに該

とライフコースの観点を重視し

に至った。

）は，雇用労働者が賃金を保障

きる，国際的レベルで労使双方

機構（ ）の質問項目の

表５）」「在学中の就労状況

当する。

ながら の

されながら，一定の期間そ

に合意をみた労働基準であ

氏原正治郎編

加藤 毅（

育」本田

研究所研

日本労働研究

（ ）『日本の労働市場（講座

）「社会人大学院における学習
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